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まえがき 

この規格は，工業標準化法第 14 条によって準用する第 12 条第 1 項の規定に基づき，一般財団法人日本

規格協会（JSA）から，工業標準原案を具して日本工業規格を改正すべきとの申出があり，日本工業標準

調査会の審議を経て，経済産業大臣が改正した日本工業規格である。 

これによって，JIS B 7440-2:2003 は改正され，この規格に置き換えられた。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣及び日本工業標準調査会は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実

用新案権に関わる確認について，責任はもたない。 

JIS B 7440 の規格群には，次に示す部編成がある。 

JIS B 7440-1 第 1 部：用語 

JIS B 7440-2 第 2 部：長さ測定 

JIS B 7440-3 第 3 部：ロータリテーブル付き座標測定機 

JIS B 7440-4 第 4 部：スキャニング測定 

JIS B 7440-5 第 5 部：シングル及びマルチスタイラス測定 

JIS B 7440-6 第 6 部：ソフトウェア検査 

JIS B 7440-7 第 7 部：画像プローブシステム付き座標測定機（予定） 

JIS B 7440-8 第 8 部：光学式距離センサ（予定） 

JIS B 7440-9 第 9 部：複数のプローブによる測定（予定） 
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序文 

この規格は，2009 年に第 3 版として発行された ISO 10360-2 を基に，技術的内容及び構成を変更するこ

となく作成した日本工業規格である。 

なお，この規格で側線又は点線の下線を施してある参考事項は，対応国際規格にはない事項である。 

この規格は，製品の幾何特性仕様（GPS）規格の一つであり，GPS 基本規格（ISO/TR 14638 参照）とし

て取り扱う。この規格は，サイズ，距離，半径，角度，形状，姿勢，位置，振れ及びデータムに関する規

格チェーンのリンク番号 5 に関係する。 

この規格と他の規格及び GPS マトリックスとの間の詳細な関係は，附属書 E を参照。 

この規格の検査は，次に示す三つの技術的目的をもつ。 

－ ラム軸スタイラスオフセットがないプロービングシステムによる，校正された検査用の長さ 1) の指示

誤差の検査 

－ 指定されたラム軸スタイラスオフセットをもつプロービングシステムによる，校正された検査用の長

さの指示誤差の検査 

－ 校正された検査用の長さの繰返し検査 

注 1) 校正された検査用の長さを実現する方法については，附属書 B を参照。 

これらの検査の効果は，それによって得られる測定結果が長さの単位であるメートルに対して直接トレ

ーサビリティが確保できること，及び長さに関する同様の測定を行った場合に，座標測定機の挙動につい

ての情報を得ることである。 

プローブシステムの検査は，JIS B 7440-5 に規定されているので，この規格に規定する検査の実施に先

立ち，プロービングシステムが仕様のとおりに動作していることを検証するために，JIS B 7440-5 に規定

するシングルスタイラスシステム，又はマルチスタイラスシステムのプロービング検査の適用可能な検査

項目を実施することが望ましい。 

箇条 3 に規定する用語の定義は，JIS B 7440-1 に規定する定義を変更した。 

これらの変更された定義は，この規格によって導入された曖昧性を避けるために必要となる。記号を変

更及び拡張したために，3.6 の定義も，JIS B 7440-1 の定義から変更している。 

 


